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　人間社会構成の変動が身近な問題となり，昨今その深刻さに非常な関心が集ってきたが，著者ら

は既に3年前からこれらに関し，研究班をっくり，年次毎に報告をしてきた。今回は第二次的研究

班として発足し，研究を始めた。

　人間社会構成の変動は世界的にあったし，あるが，日本のような急速な変動は記録にないのが現

情である。しかし，現実の問題として，多くの種類の対策が求められ，それらに対応していかなけ

ればどうにもならない切迫した時点になった。

　今研究は心理学，栄養学，生物学・環境科学の面を主軸した見解を報告することにし，やがては，

面を拡張し，総合的基盤になった対応が報告されることを目標にしている。

1　ストレス負荷および休養時の

　　自覚症状，catecholamine等の変化

三田　禮造，苫米地孝之助

　我々は，女子大学生を対象として各種負荷を

加え，疲労の自覚症状調べや尿中catecho1－

amineの値を指標として用いた実験を行い，

昨年・一昨年と報告してきた。これらの実験は

専用の宿泊施設を用い，生活条件を一定にして

行ったが，今回は特別の条件を設けず，日常の

生活のまま負荷を加える実験を行ったので若干

の考察を加え報告する。

［対象および方法］

　実験の目標と方法を説明し協力を申し出た21

歳の8名の女子大学生を対象にした。8名の平

均身長は160．9cm，平均体重は52．9㎏である。

　負荷に先立ち九日間の食事調査を行ったが，

この間に尿中catecholamineの測定，自覚症

状調べ，血液生化学的検査，エゴグラムの記載

等を行った。

　自覚症状調べは17項目よりなり，各項目を5

段階で評価する方法を用い，早朝起床時および

就寝前に本人が記載した（表1）。尿は24時間

蓄尿採尿し，高速液体chromatographyを用

いてcatecholamineの測定を行った。

　負荷は遊園地においてjet－coaster等に搭乗

する，小学校3・4年生用の計算問題を午前・

午後に其々3時間一日6時間行う，4℃に保た

れた人工気候室で午前・午後其々3時間計6時

間安静にしている，夕食時の宴会を含む小旅行，

企業に出かけ栄養指導のため面接調査を行うの

五種目としました。

　負荷に際しては自覚症状調べは負荷日の朝と

夜および翌朝とし，採血は負荷翌朝空腹時，採

尿は負荷日の朝から翌朝までとした。又4名に

はホルター心電図計を用いて24時間心電図の記

録をも行った。
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　表1　自覚症状チェックリスト

氏名　　　　　年齢　　　歳　男　女　　1990　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　午前。午後　　時　　分記入
各項日につき該当する数値の所をチェック（V）する。

項　　　　目 0 1 2 3 4

1 頭が痛い

2 全身がだるい

3 あくびが出る

4 頭がぼんやりする

5 目が疲れる

6 足元が頼りない

7 横になりたい

8 考えがまとまらない

9 話をするのがいやになる

10 物事に熱心になれない

11 ちょっとしたことが思い出せない

12 することに間違いが多くなる

13 物事名にかかる

14 きちんとしていられない

15 根気がなくなる

16 肩がこる

17 腰が痛い

0：全く認めない　1：幾分認める　2：認める

4：かなり認める　5：著しいく認める

［結果と考察］

1：自覚症状調べ（図1）

　各種負荷における自覚症状の変化をみると，

計算では多くのcaseで負荷後に訴えは増加し

ているが，翌朝には殆ど回復していた。しかし

遊園地のように自覚症状の増加するcaseの方

が少ない負荷や，寒冷や面接調査では負荷によ

る変化が増加しているcaseと減少している

caseとがほぼ半々となり，必ずしも負荷に対

する一定の傾向は認め難いと考えた。

　宿泊を含む小旅行では，宿泊日の宴会や遊戯

による睡眠不足が翌日の自覚症状の増加にっな

がっていると考えられたが，自覚症状の増加す

るcaseは少なく，変化の少ないcaseの方が

多かった。

2：catecholamine（図2）

　catecholamineの変化は負荷による相違が

かなり認められた。

　遊園地や小旅行のように全てのcaseで対照

日にnoradrenalinが増加している負荷と，必

　　　　　第13集

ずしも一定の傾向を認めない負荷とに分けるこ

とが出来る。adrenalinにおいても略同様な傾

向が認められている。

　自覚症状との対比で観察してみると，遊園地

や小旅行では，catecholamineの変化は自覚

症状の増加と一致していなかった。また計算で

は全caseで負荷後に自覚症状は増加を示して

いたがcatecholamineの変化は必ずしも一様

ではなかった。

　しかし負荷の種類から検討してみると，計算

が最も自覚症状を増加させるが，遊園地が尿中

catecholamineを増加させている。また小旅

行はcatecholamineを若干増加させはするも

のの自覚症状はほとんど増加しないという特徴

があるといえる。

3：脈拍（図3）

　一例を図に示したが遊園地では乗り物に乗っ

ている極めて短時聞に著しい増加を認めたが，

計算では睡眠時より幾分増加する程度で落ち着

いていた。

4：血液検査

　負荷との関係については明確な傾向は認めら

れなかった。

5：栄養摂取状況

　栄養所要量に対する摂取率を検討してみると

二群に分けることが出来ると考える。case　1

～4では一応所要量を充足しているかまたはそ

れに近い比較的栄養摂取の良好な群であり，

case　5～8では所要量を下回る不良群と言え

る（図4－A）。このことは主たる食品の摂取

についても同様であり，不良群では野菜摂取の

不足や菓子類の取り過ぎ等が認められ，一方良

好群でバランスが比較的良く取れていた（図4－

B）。

　これらを二群として自覚症状と尿catechol－

amineとを比較してみた。栄養不良群は良好

群に比べ自覚症状の訴えが少ない傾向が認めら

れた（表2）。またcatecholamineは低い値

を示していた（表3）。しかし負荷を加えると

栄養不良群では尿中catecholamineはいずれ
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表2　各種負荷による自覚症状の変化

対照日　遊園地　計　算　寒　冷　小旅行　栄養指導
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表3　栄養の差異による尿中catecholamineの変化
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表4　各種負荷時の自覚症状・尿中catecholamineの変化

負荷の種類
　（n・＝8）

　自　覚症状（点）
当日朝　　当日夜　　翌日朝

noradrenalin

（μ9／day）

adrenalin

（μ9／day）

日
地
算
冷
行
導

　
　
　
　
　
ヒ
日

照
園
　
旅
劃

対
遊
計
寒
小
栄

12．2

15．3

14．　1

13．　9

8．8

17．7

10．7

12．7

21．4

12．3

8．8

17．6

12．5

8．0

10．4

11．9

12．0

12．　4

226．2±137●6

390．9±175．6

304．7±247．3

267．4±112．7

334．4±107．1

345．1±169．2

29．5±11．9

55．4±28．4

32．5±26．2

29．2±13．4

39．7±14●2

31．1±11．3

の場合も増加し，自覚症状でも計算で特に著し

い増加がみられるという特徴があった。

　これらの二群のエゴグラムの特徴を比較して

みると，栄養良好群でA（Adlut）が何れのcase

でも不良群よりも高くなっており性格による違

いもあるように考えられる（図5）。

　今回の実験ではcaseが少なく，なお継続し

て検討する必要がある。栄養摂取状況もとにし

て整理すると其々に一定の傾向が認められると

判断した。

［まとめ］（表4）

　8名の女子大学生に対し各種の負荷を加え其

の際の変化を自覚症状調べと，尿中catecho1－

amine等を指標として検討した。

　負荷に対する反応より判断すると，自覚症状

では計算が、尿中catecholamineでは遊園地

が著しく増加しており，caseによってはかな

りのストレスになっている。これに対し小旅行

では尿中catecholamineの増加はあるものの，

自覚症状の変化は多くのcaseでは認めなかっ
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た。

　栄養摂取量との関係をみると，栄養不良群は

対照日では自覚症状および尿中catecholamine

とも低値であったが，負荷を加えると何れの群

でも尿中catecholamineは増加しており，ま

た計算のような負荷では自覚症状が極端に増加

していた。
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II　人ロ（個体群）の質・量的問題と

　　その関連要素について　第1報

堀　津　圭　佑

は　じ　め　に

　人間社会構成が他国に例をみない急速な変動

をしている日本において，この変動に対し，い

ろいろの対策とその対応が求められている。今

回はその構成集団である人口すなわち生物学か

らは個体群について，内的面と外的面すなわち

質的要因と量的要因から解析する一方，これら

に関連する課題について記すが，紙面の都合上，

前半には日本の人口変動の現状と将来の推論を

他国と一部の比較において述べ，後半は人口の

流動の一原因となる経済面からみた価値論を市

部（都市）と郡部（町村）との外郭的しかし蓋然性

のある立場から複雑すぎない数式的取扱を試み

た。

　　　　　　　本　　　文

　ヒトなる生物である人間をhomo　faberと

して考えてみるとする。勿論，他の考え方もあ

るが，それはまたの機会にするとする。人間は

働くことが基本的営みである。そして生活物質

や生活生産をすることが労働であり，労働は社

会的なもの（特例は別として）すなわち分業分担

であり，Gemeinschaft的労働からGesellsch－

aft的労働に変ってきた。この思考そのものは

他の機会に譲るとする。一般的にmacroに考

えれば，人口高齢社会では消費が衰え，経済は

縮むという推定があり，世界的に高齢社会国家

が増えると容易ならざる事態が生じると推定さ

れる。一方，環境問題がやっと世界的課題となっ

たが，著者は環境の重要性にっき，20数年前か

ら授業に部分的組入れをしてきたので，有意義

であったと考える。さて，前半部分と後半部分

に目標別に分けて述べてみよう。

　前半の人口動態に関するいくっかの課題は次

のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　1）　日本のpopulation　pyramidを次の図に示す。

窮2次世審人戦
の影響

　：日中9咬の
lhllによる昭柵3

、1怖出生減

85
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C
4
5
4
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3
5
3
0
2
5
2
0
1
5
1
0
5
0

1，200　1，000　800　600　　400　　200　（単位：千人）200　400　600　800　1，000　1，200
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　次に年齢区分別人口の推移と将来推計を次の
2）

表に示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛蝋位：千人，％｝

　　　　　　　　　　4）
態率の推移を次の表に示す。昭和62年では出生

（1346658人，23秒），死亡（751172人，42秒），

総 数 0歳一14歳 置5歳一64歳 65趨以上
751　　匹噛

o
　　　㌦

�o 乎均
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年齢 8分14秒）， 婚姻（696173組， 45秒）， 離婚i（158227

大皿三9年〔1920｝ 55，963 100．O 20，416 35．5 32，605 58．3 2，941 5．3 732 L， 26．7 組 2次世界大戦以前とは異っ
14　‘1925， 59，737 旦OO，0 21，924 36．7 34，792 58．2 3，021 5雷1 808 L4 26．5

昭租5年⊂193① 64，450 100．0 23，579 36．6 37，807 58．7 3，064 4．8 881 L4 26．3 てき た。
10　〔塵935， 69，254 100．0 25，545 36．9 40，484 58．5 3，225 4．7 924 L3 263

15　（重94ω

Q5　｛1950｝
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100．0

P00．O
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?@亡
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ﾁ　殊
30　｛1955， 90，077 艮00．0 30，123 33．4 55．量67 6L2 4，786 5．3

　，

P
． 388 星．5 27．6 （人口千対） （出生千声・D （轄） ㈱ 〔人11千対） 出生寧

35　q960） 94，302 100．0 28，434 30．2 60，469 64．！ 5，398 s．7 ！，642 1．7 29．O
昭和5年 32．4 ！8．2 14．2 ・124．1 49．9 53．4 7．9 0．80 4．71

40　｛豊965｝ 99，209 100．O 25，529 25．7 67，4網 6B．0 6，236 6．3 1，B94 L9 30．3 15 29．4 16．5 12．9 90．0 38．7 46．0 9．3 0．68 4．1童
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55　〔1980｝ H7乳060 100．0 27，507 23．5 78，835 67．3 】0，647 9．1 3，660 3．1 34．o 30 19．4 7．8 11．6 39．8 22．3 95．8 43．9 8．0 0．84 2．37

60　｛1985， 置2！，049 100．0 26，033 2L5 82，506 58．2 12，468 10．3 4，7艮2 3．9 35．7 35 17．2 7．6 9．6 30．7 17．0 100．4 41．4 9．3 0．74 2．00
6ユ　〔1986｝ 121，672 100．0 25，434 20．9 83，368 68．5 12，870 10．6 4，953 4．1 36．0

40 18．6 7．1 11．4 18．5 11．7 81．4 30．1 9．7 0．79 2．14
　　　62（馨987）

ｽ成2年｛199ω

曾22，264

P24，225

，00．O

撃nO．0

24，753

Q3，132

1
2
0
・
2
1
8
．
6

84，199

W6，274

68．9

U9．4

13，322

P4，819

10．9

ﾎL9

5，227

T，917

4．3

S．8

36．4

R7」
45 18．8 6．9 1L8 13．1 8．7 65．3 2L7 10．0 0．93 2．13

7　｛葺995， 127，565 ！00．0 22，387 17．5 87，168 68．3 18，009 14．1 6，986
5．5 38．8

50 17．1 6．3 10．8 10．0 6．8 50．8 16．0 8．5 1．07 L91

12　｛20001 131，192 100．0 23，591 L8．0 86，263 65．8 21，338 16．3 8，452
6．4 39．8

55 13．6 6．2 7．3 7．5 4．9 46．8 11．7 6．7 1．22 1．75

17　（20051 置34，247 100．0 25，164 葦8．7 84，888 63．2 24，！95 18．0 】0，472
7．8 40．G

60

U：

11．9

P1．4

’6．3

U．2

5．6

T．2

5．5

T．2

3．4

R．1・

46．0

S5．3

8．0

V．3

6．1

T．9

L39
P．37

1．76

P．72

22　｛20星0｝ 135，823 置00．0 25，30匿 18．6 83，418 6L4 27，104 20．O 董2．456 9．2 4豊．5
62 u．1 6．2 4．9 5．0 2．9 45．3 6．9 5．7 L30 L69

2L4 9．9 42．125　｛20：3） ：36，030 100．0 24，568 18．0 82，399 60．6 29，063 且3。453

27　〔2015｝

R2　｛2020，

R3　〔202n

】35，938

P35，304

ﾛ35，160

100．0

獅O0．0

P00．0

23，876

Q2，327

Q2，153

17．6

u5．5

P6．4

81，419

R1，097

W1。，141

59．9

T9．9

U0．0

30，643

R1，880

R1，866

22．5

Q3．6

Q3．6

躍3，894

P5β13

P5，239

10．2

PL3

PL3

42．4

S3．0

S3．塞

そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）

ｵて平均余命の年次推移を次の表に」示す。

37　｛2025》 134，642 100．0 22，075 16．4 81，102 60．2 31，455 23．4 17，367 12．9
43．3

男 女

62　（2050｝ 128，681 100．O 2L967 17．1 76，433 59．4 30，28夏 23．5 且7 。OO5 13．2 43．0
作 成　年 次

0 歳塾 60 歳 65歳 75歳 0歳 60歳 65歳 75歳
87　（2075｝

X7　（208Sl

124，890

P24，066

100．0

P00．0

22，466

Q2，2η

18．0

P8．0

73，739

V4，473

59．0

U0．0

28，685

Q7，316

23．0

Q2．0

14，826

P5，310

1L9

P2．3

42．3

S2．3 〔第1
旧贋台24年一31年
@　　　　　　同生命表｝

42．8 12．8 10．2 96．2 44．3 14．2 11．4 6．7

（第5

大1「三15fF～臼召引15年
@　　　　　　同生 命表1

44．82 蓋2．23 9．64 5．61 46．54 14．68 1L58 6．59

3）

昭和30年
k剃Ol”1’k命表，

63．60 ！4．97 1L82 6．97 67．75 17．72 14．13 8．28

続いて都道府県別老年人口の割合を次の図に」
　　　　　40年（第121“1’k

命表｝
67 ．74． 15．20 1L88 6．63 72．92 18．42 14．56 8．H

ホす （昭和62年10月 1 日現在）。
　　　　　50年

e第14回生命表，
7L73 17．38 13．72 7．85 76．89 20．68 16．56 9．47

’
：
。
・
・
°
3

　　　　　55年

i第15回生命、表｝
73．35 18．3量 14．56 8．34 78．76 21．89 17．68 10．24

昌

（老年人口の割合）
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　　　　60年

o第16回生命表，

@　　　61年

i簡易生命表｝

@　　　62年

i簡易生命～乏，

74．78

V5．

V5．61

23

19．34

P9．70

P9．94

15．52

P5．86p16．12

8．93

X．24

X．43

…48

P
8
0
．
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3
8
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．
3
9

23．24

Q3．62

Q4．00

18．94

B9．29

P9．67

n．19G：
：
；
コ

一

卜

全1司ち蛋z均10．9｝

σn

　上記と関連して他国との比較として，平均生
　　　　　　　　　　　6）
存年数（寿命）を次の表に示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⊂女，
　さらに，老年人口1人当りの生産年齢人口
（15～64歳人口
U5歳以上人口）をみると，昭和62年（1987）で

6．3人，平成25年（2013，総人口の最高時）で2．8

人，平成33年（2021，高齢化の最高時）で2．5人

に1人という非常な重圧になる。他方，人口動　　（il’）

回　呂
晒’‘和22年

曹X47，
昭和30年
曹X55，

曜倒40年
o1955，

昭和50年
ｼE975｝

昭剃160年
o1985》

解‘椰6撃年

ｿ9861
昭印62年
曹X87，

ll　　本
50．06 63．50 67．74 η．73 74．78 75．23 75．6置

アノリカ
一 66．6 67．6 69．4 7L9 72．0 一

，イギリス
｛1948〕

U6．39 67．52

｛置963り65｝

@　　　68．3
11974－761
@　　　69．6

q982－84，
@　　　7L6i

（輩983－85，

@　　　7L80 一

西ドイツ
（1946－47D
@　　　57．72

U957rS8，
@　　　66．2且

q963－651
@　　　67．4量

U974、76｝
@　　　68．30

11983－85｝
@　　　71．！8

q984－86，
@　　　71．54 一

7ランス
q946－49｝
@　　　6L87

11952－561
@　　　65．04 67．8 69．00

q982r8d
@　　　70．86 7L52 一

スウニー

fン
く1946～501
@　　　69．04

q95ト551
@　　　70，49

q961－65P
@　　　7L60 72．12 73．79 73．97 一

11　本 53．96 67．75 72．92 76，巴9 ｝80．48 80．93 8L39

アノリカ
曽 72．7 74．7 77．2 78．7 78．9 甲

イギリス
U948｝
V！．15 72．99

q963～65｝
@　　　74．4

U974－76｝
@　　　75．7

q982．8ω
@　　　77．59

11983－85｝
@　　　77．74 層

西ドイツ
｛1946～4η
@　　　63．44

q957－58，
@　　　7L34

‘1963－651
@　　　73．22

｛且974－76｝

@　　　7‘．81

⊂四83胸851
@　　　η．79

α984句85｝
@　　　78．10 一

フランス
α945－49，
@　　　6乳43

U952～56｝
@　　　7L15 75．0 76．86

q982－8ω
@　　　78，99 79．70 一

スウニー

fン
q9‘6～50，

@　　　7L58
α951－55，
@　　　73．43

｛196卜65［
@　　　75．70 77．87　　　79．68 79．99 一

アメリカの1965年以降は臼入。イギリスはイングランド＝ウェールズ。西F’イツの

1946－47　ny一は戦繭のドイツ。年次〔1内は作成基礎期閲。
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　さて，上記のように人口，生存年数（寿命）な

どの根本的価値は健康であるか否かにより極度

に意味が異ってくる。そこで主要傷病別受療率

｛人口10万対＝（全国推計患者数／推計人口）×

　　　　　7）
105｝を次の図に示す。

600

　そして，6か月以上入院患者の傷病構造（65
　　　　　　　　　1o）
歳以上の患者）を次の図に示す。
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　高齢になれば，老化により種々の疾患が現わ

れ，これに医療行為がなされる。これに関し，
　　　　　　　　　　　　　　　　ll）
国民医療費と老人医療費の推移を次の表に示す。

〕
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ノ
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C．．’
Rノ戸 ，／’ 年度

国民医療費

伸率

老人医療費

伸率

国民医療費

ﾉ占める老
l医療費の
ы

老人医療受給
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1人当たり
V人医療費
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昭佃・・甲

50 64，779 20．4 8，666 30．3 13．4 4，700 4．6 184 24．5

51 76，684 18．4 10，780 24．4 14．1 4，894 4．1 220 19．5

また， 性・年齢階級・年次別受療率を次の表
8） ：
1

85，686

P00，042

l
l
：
1

1：：：ll

l
l
：
；

：
：
：
； ：：ll：

：
孟

1
：
：

；
1
：
1

に示す。 54 109，510 9．5 18，503 】6．0 16．9 5，675 4．9 326 10．6
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　さて，

驍ﾌで，

資料を調査中であるが，

次の表（平均在院日数

人口構成員の疾患（非働康）と医療状況の詳細な

本目的の一部である高齢社会の非生産

目下のところ無理であ

：一般病床）から

ハ腔　んウ！ox胡ξん 雨π．岸［ヒ、 ∫出片

　さらに，年齢階級別，入院期間別入院患者数

　　　9）
を次の表に示す。

推定してみた。年次（総数，一般病床）｛単位：

日｝：昭和40年（56．　7日，30．3日），45（55．　3，32

5），　50（54．8，　34．7），　55（55．9，　38．3），　56（56．

4，　39．2），　57（56．1，　39．6），　58（55．1，　39．2），

59（54．6，39．4），60（54．2，39．4），61（54．0，39．

7），　62（52．9，　39．3）o

そこで，他国における医療状況（病院数・病床

数・一般病院の病床利用率および在院日数）を

日本と比較し，概略的であるが，老化による高

齢者の非健康度は高齢以前者のそれよりは大き

いと仮定し，他国の人口構成員数の数値だけで

なく，質の比較が不可欠であるという論点に立っ

て検討しつつある。現時点での可能の範囲の資

一65一



　　　　12）
料を次の表に示す。
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病　　床　　数

国　　名 病院数
総　　　数 一般病院

綜ｨ　掲）

病床利用率

@　　（％）

平均在院日故

@　　（日）

日　　　本α987）

Aメ　リ　カ（1980｝

Cち㌘繊（19・・｝
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P，081，348
@（475，0）

@　　－
@425，941
@（69L9）

@438，460
@（826。0》

@60，480
@（727．7）

@413，507
@（726，6｝

@　　一

83．3

V3．9

o1979）

V8．8

i1972）

W3．4

V9．2

V7．3

U8．7

39．3

@79
曹X79｝

P3」

曹X721

P4．9

P3．6

P2．5

t．5

p
1注l 戟F農翻’鷺謂撫言1。簾劉H°囎表‘二従゜’t°

　3．　日本の病床利用率及び平均在院日数は一般病床の数値である。

　単に生存年数（寿命）が世界的上位の数値（量

的見解において）を示しているといっても高齢

者が非健康（質的見解において）で病床に伏し，

医薬・医療技術により生存期間を延ばしている

のであっては，本来の意味の生存年数とはいい

難いといわれて仕方がない。上記の状態であれ

ば，医療福祉費は増加し，生産人口構成員への

負担の増大そのものである。この点はどうにか

して多少の余裕をもった程度に留めないと過重

が増し平衡が成立しない破綻の状態になる一方

本来の生きている意味からかけ離れてしまう。

免に角健康であることが必要條件である。この

条件は社会へ迷惑をかけない一条件でもある。

このために常々健康を維持するため，訓練を積

み，体力・精神力を鍛え，困難に勝っ力をっけ，

老化反応の進行逓減化に心掛け，生体反応の正

の傾向を保持することが不可欠である。参考資

料として，

（1）国民医療費：昭和40年代以降急激に増加し，

昭和58年度以降，健康保険制度の改正，医療費

適正化を行い増加を押えたが，昭和60年度に16

兆円を越え，昭和61年度には17兆690億円（対国

民所得比6．　44％）となった。人口の高齢化は進

み，医療の高度化などを加わり，この推移では

平成12年（2000）には約43兆円（対国民所得比7．　8

～9．・3％）と見込まれ，医療保険の給付と負担の

公平化，医療資源の効率的利用，医療費の適正

化などで国民負担の過大防止を努めねばなちな

いo

（2）老人医療（70歳以上の者および65～69歳のね

たきり老人等に係る医療費）は昭和61年度に4

兆4377億円（国民医療費の26％）で，ζの推移で

は平成12年（2000）度には約16兆円（国民医療費

の37％）と予測される。老人1人当り年間約50

万円は老人以外の1人当りの約5．5倍で，この

原因は，入院・外来を通じ老人の受診率が老人

以外と比べ，入院は6．・9倍，外来は3．1倍であり，

慢性的経過が多く入院の長期化傾向にある。細

分化資料ではないが入院患者の入院期間別構成

割合（一般病院）を次に示す。

　　　0～14日15～30日1～3月3～6月6月以上
70歳未満　31．6　　14．4　　20．　4　　8．　9　　24．7　（単位：％）

70歳以上　　14．？　　10．1　　18．8　　11．8　　44．6

　この老人医療費で地域格差（都道府県）が最高

は最低の約2倍，入院日数の大（北海道，高知

県）と1日当りの診療費の高（近畿地方）の特徴

がある。慢性的経過の老人には心身機能や日常

生活動作能力の維持・回復，生活の質の向上を

考えねばならない。

　このような高齢化日本社会において

（1）高齢化の特色：日本の高齢化問題は昭和31年

度厚生白書（第1回）で示唆された。老年人口比

率（総人口に占める65歳以上の人口）は昭和10年

（4．7％），昭和60年（10．3％），平成22年（2010）

（20．　0％，推計）で50年で2倍が25年で2倍とい

う速度となる。団塊の世代（昭和22～24年に出

産）が高齢期になると一挙に高齢化が進展する。

平成26年（2014）には65齢を越え，平成23年に比

べ，20、0から22．0％（約273万人増加）となる。

次に高齢者のうち後期老年人ロ（75歳以上）は総

人口に対し，昭和15年（1．2％），昭和60年（3．9

％），また前期老年人口（65歳～75歳）は昭和60

年（6．4％），平成22年（10．8％），後期老年人口

は昭和60年（3．9％），平成22年（9．　2％）で，老年

人口に占める後期老年人口は昭和60年（37．　8％），

平成22年（46．0％），平成35年（2023）（50％を越

えると予測）となる。前期，後期高齢者の項目

別の比較を次に示す。
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　　　男：女就翻簡ヂね鱗岬痴器率特麟弊
前期高齢者　1：1．433．2　61．6　　0．69　　　1．9　　0．36
（65～74歳）

後期高齢者　1：1．6　11．7　69．2　　3．5　　　9．5　　1．92
（75歳以上）

　地域的高齢化速度相異は高度経済成長後，人

口の都市集中で市部と郡部に生じた。昭和60年

では老年人口比率は10．3％で，市部（9．4％），

郡部（13．4％），50．　8％の市区町村（14％を越え，

西欧並）と人口移動による過疎化農村は深刻化

した。しかし，都市部［首都圏の或る市では昭

和60年5％が平成27年（2015）約23％（全国平均）

に推移予測。ただし人口移動なし］も一時的な

保育所・遊び場の不足が高齢者対策の不十分さ

に置換るであろう。

　現在の高齢者（昭和60年（1985）60歳代）1と将

来の高齢者（平成27年（2015）60歳代）∬とを比べ

ると，生年：1（大正5～14年生）II（昭和21～30

年生），全人口と比：17．9％，1【13．0％，生残

率：1約40％死亡，皿約10％，就業状況（3（歳代）

：第1次産業139％（全体，男28％，女57％）II

4％（全体，男4％，女6％），第2次産業123

％（全体，男31％，女12％），II　35％（全体，男38

％，女28％），第3次産業138％（全体，男41％，

女31％），E61％（全体，男58％，女66％），総

実労働時間（年間）12318時間（40歳代），且2110

時間（30歳代），三世代同居家族は減少し，高齢

者夫婦世帯か一人暮が増加した。

　社会保障給付費，租税・社会保障負担率，失

業率等の国際比較（単位％）を次に示す。

日
日

ア　メ　リ　カ

イ　ギ　リ　ス

西　ドイ　ツ

フ　ラ　ン　ス

スウエーデン

仕事を希望する者44．　7％，65歳位までは14．　3％，

70歳位までは5．8％（総理府，昭和61年9月）」，

「60～64歳の男子高齢者の就業者は約70％，65

～69歳でも50％強（総務庁統計局（昭和60年）」

なる結果（生活維持のために働かざるをえない

不安定さが主目的であろう）に対し，経済社会

の活力ある発展が裏付けられねばならない（雇

用・就業の確保）。総人口に対する就労者と老

年人口の割合の推移を次の図に示す。

％
6
5
6
0
5
5
5
0
4
5
4
0

5
0
5
0
5
0
5
0

607

563

61．4　　61．7

　　　601　　　　　57955り　ら　8　　　　　　　　　55ア

　　　543　　　　　　　　　535　　　ら　　　　　　51・　　　　［璽コ
　　　　　　　48’4474482［20－－59M］

27．228・628’9 m亟互勇
　　22．124’3　22．523・6［亟亜i］

　　　　　20．020．0

　社会保障老年人口　　租税・社会保障負担　　失業率
　給付費の　比率　　　の対国民所得比
　対国民所　　　　　　　　　1983年

　得比
　1983年　　1983年租税負担社会保障負担　計1986年
本　　14．0　　　　9。8　　23．7　　　10．2　　　 33．9

本14．6　10．625。5　10。9　36．　42．8
　（1986年）（1986年）（1986年）（1986年）（1986年）

　17。5　　　　11．7　　25．8　　　 9．6　　　　35．4　　7．0

　25．9　　　　14．9　　42．O　　　l1．4　　　　53。4　11，8

　30．9　　　 14．9　　30．8　　　22．6　　　 53．4　　8．0
　36．9　　　　　13，2　　　33．1　　　　27．8　　　　　60．9　　10．5

　43．1　　　　　16．9　　　49．0　　　　19．8　　　　　68．8　　　2．2

　　17．4　　　　　　　　　　　　　18．0

　　　　　16。3！4．8　　　　　　　　　14．1

　　11．9
10．3

（2）老後の経済的安定化：日本では高齢になって

も仕事をしたい意欲が高く，「65歳以上まで収

入を伴う仕事を希望する者が47。9％（経済企画

庁，昭和61年3月）」，「60歳以降できだけ長く

　　1985　　　1990　　1995　　　20GO　　　2005　　　20藍0　　　2015　　　2020

　（昭和　（平成　（7年）〔12年）（17年）（22年｝（27年）（32年）

　　60年1　2年｝

　ここで仕事を希望する意欲に対し，適切な仕

事があるか，さらに適切な職場の提供をなしう

れるかとい点である。一方，高齢の階級別日常
　　　　　　　14）
生活能力を次の図に示す。

総　　数

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80歳以上

20 40 60 80

① ② ③ ④ ⑤

100

（％）

①バス、電牽で外1賎できる

②家庭内㈹こう3軒両隣まで）では不白由なし
③少しは動く、あまり動かない
④寝たり、起きたり
⑤寝たきり
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　加齢に従い行動範囲が狭くなり，80歳以上の

高齢者は60％強が家内活動が不自由なくても戸

外活動範囲はごく近所になってしまう。身体的

機動の移動に注目しても視力・聴力・足腰の衰

えに対し，社会全体がまだ壮年者中心の構造組

織系であり，本格的配慮はまだなされていない・

介護，居住環境や特別養護・保健老人施設の整

備，さらに精神面の健全確保（物質偏重思考の

効用限界を認識し）と地域社会の支援が不可欠

である。長寿・福祉社会の実現を目標（平成12

年（2000）にhome　stayを5万床程度，　home

helperを5万入程度，　service　centerを1万

か所程度をあげている。

　社会保障給付費は年金制度の成熟化，高齢化

による医療，福祉などの給付増のため，平成12

年（2000）度で105～120兆円程度（国民所得比21。

5～23％程度），平成22年（2012）で195～240兆円

程度（国民所得比26～29％程度）と推計されてい

るが，日本の経済や財政への比重増加であり，

諸制度の合理化・改革は不可欠であっても国民

負担増は回避難である。社会的公平と公正の確

保は論をまっまでもないが，給付と負担の公平

を基礎におき，制度・世代間の公平も当然合せ

考えねばならない。経済の発展，社会の活力の

維持などという物質面と必ず併行して，稜序・

助け合い・死への心構など精神面も充分に合意・

育成していかなければ，正に末法の世界になる

であろう。

　経済の停滞のない緩成長の発展（ヒトも生物

であるという単純かっ基本である科学的に無視

のできない要素を基盤にした思考のもとでの）

に自由市場経済と統制計画経済の両者の秀れた

点のhybrideによった新経済に人類が物質偏

重にならない精神尊重を加えた精神・物質の

hybrideによった均衡思惟に立脚した地球的包

括理念の達成へ努力することが至要と考える次

第である。

　後半部分としては（他の課題にっき資料収集・

調査を行ったが、紙面の都合で今回は削除した）

経済的裏付が現実の問題として本課題に非常に

影響する（決して避けては通れない点と経済状

態の向上は，産業革命以来重要な社会維持要素

となり，科学の発展をもたらせたが，これと同

時に地球上に環境汚染を引換えにもたらし，こ

の負の結果を如何にするかにより，人間自身の

生命が危機に接近することを認識しなければ，

人間構成変動など消滅する課題になりかねない）

ので，この点に立脚していくらかの数値的取扱

いをした。前述のように精神尊重と物質重視の

両思考の均衡調和の環境においこそ高齢社会の

人間が共栄・共存していく基本理念でなかろう

か。

　人口動態に関して，自由市場経済を基礎的思

考においた考察の一っを述べてみよう。現在の

日本は自由市場経済に立脚して産業・生産がな

されている以上（著者のいうhybride　economics

が具現してないからには），この点においてい

くっかの価値論（他の表現をするとその一部で

ある生産性）とそれに伴なう都市（市部）と町村

（郡部）における人口動態（人口の均衡の変位）に

ついて，その一部を考察してみた。

　産業革命以来，漸々，近代産業・経済形態が

進展し，欧米諸国は広範囲に経済圏を拡大した。

そこで経済的諸要因（必ずしも協力というもの

でなく，需要供給・質的向上と低価額の量産制

生産，大衆の増収による受入拡大による結果で

あるが）を取上げ経済生産性にっいき，高次を

さけた理論形式を示した簡単なeconornic

mode1からこの結果として人口動態の機構解

明の一役割を示すことを述べた。

　市部と郡部の人口比率は一次産業と非二次産

業の就業人口の比率の比に依存する。しかし，

郡部人口は郡部就業の他に静境・新鮮の居住

（さらなる細区分もあるが今回はこの2区分と

した）の人とその家族その他が加わる。さらに

一次産業就業時間の他に，非一次産業生産就業

活動や自給経済活動に費される相当の時間が含

まれているかもしれないし，市部人口において

も諸就業時間以外に都市拡大・国際通商経済の

関係による通勤・勤務時間の延長も考えねばな
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らないとともにそれら就業者の家族と医療・福

祉の郡部に比べ整備やや良好のためと核家族社

会構造による老年者その他が含まれている。

　さらにこの計算には一次産業就者と非一次産

業就業者との不均衡な所得は一方から他方への

仮入れで均衡化される点とその均衡化時間の遅

れをないとする点そして1週間当り平均就業時

間が一定であるなど仮定しているので，もしさ

らに要因を細分化し，条件要素を加えればより

精度の高いmodelとそれによる計算が可能と

なるが，いつれ後日にこれらは譲る。前述の条

件に従って今回は頁数の許せる範囲に留め，残

余は次報以降に譲る。さて，次のように展開し

た。

1．市部・郡部の人口比率の研究には，国際的

面と国内的面を考慮しなければならず，国際貿

易は2つの相異ある方法でこの比率に影響を与

えることになろう。

　（1）農業と工業生産間の比較優位の変化：国民

が農業生産物を純輸入するか純輸出するかは，

工業生産品生産に対する農業生産品生産に対す

る農業生産品生産の比較優位に依存すると仮定

する。農業の比較優位が大きくなると，農業就

業人口比率は増加するであろう。他方，逆に比

較優位が工業に有利のように変化すれば（過去

の経済進展の歴史をみるとほぼこの傾向にある

が）農業就業人口比率は減少するであろう。

　（2）生産性の向上：劣等財であるということを

仮定しないならば，いかなる経済部門において

も生産性の向上はその部門の生産品の消費に対

して正の所得効果と正の代替効果をもっことに

なろう。需要量ではなく生産品生産に要する資

源量を考慮すると，この2っの効果は生産性向

上の結果により生じる資源節減によって減少さ

れる。最近の生産経済進展経過をみると生産研

究の発展，生産技術の向上，経済性追求，品質

管理・価額低廉化など諸段階においての検討の

結果，一般的に資源使用については増加より減

少傾向にあろう（後にこの記述が正しいことが

示される）。資源の有効利用への改善がこの成

果を上げてきた。農業と工業の両関係経済分野

で生産性が向上すると，両分野における反対方

向の代替効果が相殺する傾向があり，かつ資源

節減が所得効果と均衡する傾向にある。このた

めに2種の生産品にっいての需要の所得弾力性

を考慮することなしには，各領域に使用される

資源の比率について，一般的結論には達するこ

とは無理である。ここでは，農業と工業におけ

る生産性向上の効果のより詳しい分析がかなり

多くの紙面を用いることになろう。

　資本財生産においての生産性向上が農業およ

び工業における資源利用に影響を与える効果を

追跡することは，複雑で容易でない問題である。

　しかし，これは市部と郡部の人ロ比率の説明

に対し非常に重要な部分である。その理由とし

て，過去の時代において工業生産品である機械

的動力が農業生産物の消費者である馬（時には

牛）による動力に代るという交替があった。こ

の点も後程において取扱う（紙面の都合で次報

以降になろう）。

　（3）経済活動における特別化の増大：大規模形

生産の経済は，輸送経費の低下および輸送方法

の進歩によって増強され，一部には可能にもなっ

ているが，それは原材料，製造，製造計画から

最終販売までの全過程の経費が低廉であるとい

う立場の有利さを利用するように特別化を促進

する。その結果，また，ある規模の経済を実現

するためのさらにますますの集中化，およびそ

の結果である生産過程の原材料生産地あるいは

消費地からの分離もひきおこされる。いつれの

場合においても，第一次産業就業人口の割合は

変化しないで仮定するが，かっては第一次産業

地帯（原材料あるいは第一次産業市場の近く）で

運営されてきた多くの活動が市部圏に移るであ

ろう。そのために，郡部地帯の非第一次産業就

業対第一次産業就業比率は多分減少し，それに

応じて，郡部対市部人口比率も減少するであろ

う。

　（4）国際貿易経費の変化：ここでいう経費は輸

送経費および政府の貿易政策から課せられる経
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費例えば関税類をさすものとする。これらの経

費の低減は述べるまでもなく国際貿易を促進し

地域的特別化を増大する。したがって，第一次

産業が比較優位をもっ国では，国際貿易経費が

低下すれば第一次産業就業人口の割合が増加す

ることになろう。

　相対的に独立自給的経済を運営している地域

においての郡部対市部人口比率変化の説明は別

の問題である。その原因として一一一一般に認められ

てきている経済要因のなかでここに存在するの

は，経済活動における特別化の増大と生産性の

向上である。

1．計算は，単純化したeconomic　mode1を

いて行う。2つの消費財，農業生産物（A）と工業

生産物（1）とがあると仮定する。最初のmodel

では，資本財を主体的に考慮しないで行ない，

消費財生産量は労働雇用量（L）のみに依存すると

仮定する。

　生産品（A）および（1）がそれぞれx。，Xiの量の

労働を用いて，9。，9、の量だけ生産されると

考える。

　9。・＝ζ（x。）；9，＝ζ（Xi）　　　　　　　　（1）

　労働の総供給量は一定であると仮定する。

　xa十x、＝x＝＝constant　　　　　　　　　（2）

　消費者の効用にψ一ψ（9。，9、）という形の

指標を与える。A，1の生産者の利益π。，π、は

それぞれ

　πa＝9、Pa－Xa；πi＝9，　Pi－Xi　　　　（3）

である。ここでP。，P、はA，1の価格であり，

労働賃金はnumeralとする（完全雇用下での

均衡のみを取扱うために，任意の1っの価格を

numeralとしてよい。なお，労働の完全流動

性という当初の仮定に従うと，2種類の生産に

おける労働賃金は等しいはずである）。

　最後に，生産物の総貨幣価値（v）は次のとおり

である。

　　V＝・9。P。十9iPi　　　　　　　　　（4）

　消費者の合理性は与えられた（所与）価格の

もとでのφの最大化を要求する。ただし，Vが

一定という制約に従う，この制約下での最大化

の必要条件は次のようになる。

　　dφ一（砺一貴φ・）d9・一・　（5）

伽君φ，ここ’Cf’・¢a一誰・蘇器（6）

　最大化の十分条件はd2φ／d9、2＜0である。

従って，式⑤を9。に関して全微分することに

よっての関数をえる。

譜一K－（diaa－2塾癖φゆく・（7）

　生産者は利潤最大化のために努力をする。価

格を与えられるもの（所与）（純粋競争）とすると，

必要条件として次式をえる。

dπ。・＝（Pa　x－1）dXa　＝＝0，

dπi＝（P，ηx－1）dx、＝0

すなわち，

毅
　
　
＝

　
　
　

－
　

η

＝
　
，

堺
ζ
瓦

P
∂
∂

　
　
＝

1
＝藁跳

　ζでここ

（8）

（9）

十分条件としては次の関係の成立が必要であ

る。

壽一L－P・ζxx＜・，聯一1－P・ηxx＜・

ここでζ一祭ζ…舘・ ⑩

　ここでは，Aと1の生産の技術的効率が上昇

するということを仮定する。9。，9、，X。，　X、，

などをこれらの変数の新しい値とする。

　また，新しい生産関係数が次の形であると仮

定する。

　9。＝（1十ρ）ζ（Xa），9，＝（1十σ）η（Xi）　　（lb

ここでρとσは正の小さい数値とする。これは

もちろん，可能である最も一般的な仮定という

わけではない。このようにいうのは，より一般

的には次のように表わすことがあるからである。

百．＝ζ（Xa）十ρ（5ξa），9，＝η（Xi）十σ（Xi）　（f’）

一70一



人間社会構成変動にっいての対応に関する研究

ここで，ρ，σは任意の関数である。しかし，

この新しい生産関係は（1）で十分に近似が可能

である。すなわち，限界生産性は一定の比率で

増加すると仮定する。

　この系の他の方程式の形は変らない。

x。十Xi＝X

πa＝9aP。－Xa，πi＝9、Pa－x、

V＝・9、P。十9、9i

ここでは均衡条件は次のようになる。

義一影

義一2罫＋｛｝llii’¢ti＜・

（1十ρ）P　．Z「x＝，（1十σ）P、ηi＝1

（1十ρ）P、ζ．〈0，（1十σ）P、ηxx〈0

勿
3
り
の

（⑤

（7）

　　　　　　　第1報

代入してδx・について次の式をうる。

δx。＿〔ρζ（φ1・P・一φ謝＋σrtφ1・P・一φ：・P・）〕

号i｛φaa－2｛］1　¢ia＋群φ号＋

g
り
ゆ

　さて，諸変数のうちで，とくにx。，x、の均

衡値の変化を計算してみよう。

　ここで次のように定義を試みる。

　　δ9。＝9。－9。，δ9＝9rgiなど　　（1D

　例えば，（1）および（1）より

　　δ9a＝＝（1十ρ）ζ（x、）一ζ（x、）

　　　　＝（1十ρ）〔ζ（x。）十ζxδXa〕一ζ（x。）

　　　　＝ζ。δx。→一ρζ　　　　　　　　　　　（12）

をえる（Taylorの定理によって展開し，2次

以上の項は無視した）。同様にして次式をえる。

　　δ9i＝ηxδXi十ση　　　　　　　　　　　　（13）

　　δXa＝一δx，　　　　　　　　　　　　　　　（14）

　　δφ＝φaδ9a十φ、δ9，　　　　　　　　　　q5）

　　δV＝9・δP・十P。δ9。十9iδPi十P，δ9，　q6）

（6）と（6）よりφ。δP、＋P、δφ。＝＝P。δφi＋φ、δP、　（17）

　　δPa＝－Pa2ζxxδxa－Pa2ρζx　　　　　　（18）

（9），（1＞と（14）より　δPi＝Pi2　nxxδxa　－P　・2　aη、　q9＞

　　δφa＝φ、aδ9a十q5，iδ9i　　　　　　　　　　（20》

　　δφ、＝daaδ9a十φi　i、δ9，　　　　　　　　　（21）

式a2），　a3）を式eo），圓に代入し，δψgδψ、を求め，

それを式aTに代入する。さらに式⑬，⑲を式GTに

十φaPi2σηx一φiP。2σPa2ρζ、

φiPa2ζxx十φaPi2η　xx

ここで㈲の分母にっいて次のことがいえる。

（7）とq①よりD一毛LK＋φ・P計鯉・1〈・・（23）

しかし，式國の分子には4っの項がある。最初

の2項の符号は不確定，第3項は正，第4項は

負である。

　以下の展開は紙面の関係で次報に譲る。

まとめ

　前半部分には現実的な面において，人口構成

における変動を示し，さらに部分的推計値を加

える一方，この急速な変動に対する対策の一部

を示した。しかし，これらは場当り的対策が思

考の根本にあり，もっと根元的思考すなわち人

間はhome　faberであるという原点から離れ，

社会集団組織の一員であるという点が前面に出

しすぎてはいないかという点がある。勿論こ

の出しすぎでないことは望ましいし，例え出し

すぎでも現実として実施可能であれば，これに

越したことはないが，果してそれが可能であろ

うかとまず危惧する次第である。この危惧が不

必要な社会を構築していかねばならないことは

述べるまでもない。いつれにしても不可能とか

生地獄の現実となってはならないことである。

しかし，このように物事の進展度が急速である

現在において将来を推論すること非常に困難で

あるが，いろいろの仮定・想定から要因を見出

し，それらの総合として予測しなければ間に合

わない情況にあることを知り，このような試み

を行った。

　ここで他の見解からすると，自然科学の進歩
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は生命科学の領域にも加速度的に進歩を与え，

より進歩したbiotechnolgy（いろいろの装置

や試薬その他の開発により高度に発展した）に

より現在の難病・疾患に対し，予防薬・治療薬

が生産され，これら病を予防し治療することが

可能となり，また，遺伝上の異常による障害に

も遺伝子組換えにより予め正常に戻しうること

も可能となろう。また，このようにある年齢以

下では健常者の健康で明るい社会になる一方，

さらに老化に対しても負の方向の生体反応が正

の方向とまでいかなくとも反応速度を相当に遅

らせることは非常に難かしくない時代が到来す

るかもしれない，その時には現在，予想もつか

ない倫理・道徳の高次の問題が発生するであろ

うが，それらに対し人間として生き方を熟慮し，

適切な対応が可能の範囲に生じるであろう。

　後半部分では，経済的立場にたって，価値論

を複雑化しないmode1のもとで計算を試みた。

これは例えば都市人口集中という理想から相当

に距った現象の原因を考える一手段と将来への

危惧に対する対策の一部と考え，展開を試みた。

紙面の都合でさらなる展開は次報に譲った。
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P．29表33 3ぽ4 3．4
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茄

〃　　　28（謹の行） 先に 共に
わ
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P．52　7行目 除徽効果 防徽効果
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（1）実験材料 削除

P．70　（7） 當一K－（φ訟一2号鰍郡φ・・）＜・

一　　　　　　　　　一　　　一　　　　　　　　　　　一　　　｝

P．71　（4’） V躍9。P。十9iPi

一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎜　　　｝

〃　　（9’） （ユ十ρ）Pa一ζlf＝1，（1十σ）Piηゴ＝1

〃　　（21） δφ・＝・φ、δ9・＋φ」」δ9・

〃下から2行目（左欄） δφ・，δφi
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δx。＿〔ρζ（φ」）n－cz5　．．1［）i）＋ση（φ・・P・一φ識・）〕

笠｛φ…2暑！φ暗1φ身＋

十φaPi2σηx一φiPa2ρζ詫

φiP。2ζ瓢＋φ、Pi2η。．

P．85　表1 胸囲（㎏） 胸囲（αの

・〃　　表1　　A 1．23 123

B 1．33 133
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